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研究成果の概要（和文）：本研究課題は、複数市場に直面する企業の戦略的行動について、1) 異時点のマーケ
ットにおける消費者行動と企業戦略、2) 労働・金融・共有資源市場との相互作用、の2テーマを設定し理論分析
を行った。
その結果、市場への参入順序、企業間の価格共謀、共有資源（地球環境など）を持つエージェント間の部分提
携、チーム生産における労働者間の社会的交流、純正・汎用品の市場競争など、様々な状況での企業やプレイヤ
ーの戦略的行動が社会厚生に与える影響を明らかにした。
研究期間中に4本のワーキングペーパーを公刊し、国際査読雑誌に投稿中である。また、2本の論文が国際査読雑
誌に掲載され、3件の国際学会報告（審査あり）を行った。

研究成果の概要（英文）：The research project focused on the strategic behavior of firms facing 
multiple markets, with two main themes: 1. consumer behavior and firm strategies in markets at 
different points in time, and 2. multiple markets, including labor, financial, and common resource 
markets. The study conducted theoretical analyses on these themes.
The findings revealed the impact of various strategic behaviors on social welfare, such as free 
entry into markets, price collusion among firms, partial coalitions among agents with common 
resources, social interactions among workers in team production, and market competition between 
genuine and generic products.
During the research period, four working papers were published and submitted to international 
peer-reviewed journals. Additionally, two papers were published in international peer-reviewed 
journals, and three presentations were made at international conferences (with screening).

研究分野： 応用ミクロ経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義は、複数市場に直面する企業の戦略的行動が社会厚生に与える影響を、異時点のマーケット
や労働・金融・共有資源市場など多角的に分析し、市場への自由参入、価格共謀、共有資源での部分提携、チー
ム生産における社会的交流、純正品と汎用品の競争などに関する新たな理論的知見を提供した点にある。
また、現実の経済で観察される現象（価格共謀や参入阻止行動、国際環境協定や模倣・コピー品の市場）を対象
とし、企業の戦略的行動が社会厚生に与える影響を明らかにするとともに、望ましい公的規制のあり方を検討し
た点で、本研究は経済政策立案に資する重要な社会的意義を持つと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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1. 研究開始当初の背景 

本研究は、複数の市場に直面する企業の戦略的行動の分析を目的とした。1970 年代以降、ゲ
ーム理論を用いた産業組織論の理論研究が発展し、複数市場で活動する企業の行動を分析する
ことが可能になった。しかし、そうした状況における企業の戦略的行動が市場成果や経済厚生に
与える影響については十分に明らかにされていなかった。 
そこで本研究では、(1)異時点のマーケットにおける消費者行動と企業戦略、(2)労働・金融・

共有資源市場との関わりを含む複数市場、という 2 つのテーマを設定し、複数市場における企
業の戦略的行動を理論的に分析することを目指した。これらのテーマに関連する先行研究とし
ては、動学的価格設定、ネットワーク外部性のある財の価格設定と普及、シグナリングゲームを
用いた戦略的参入阻止等に関する研究蓄積がある。しかし、本研究のように複数の市場を同時に
考慮した包括的な分析は十分に行われていなかった。 
また、企業の戦略的行動に加えて、共有資源を持つエージェント間の部分提携や、チーム生産

におけるエージェント間の社会的交流など、企業以外の経済主体の行動も分析対象とする。こう
した広範な研究により、現代経済における複雑な市場の相互関係をより深く理解することがで
きると考えられた。 
 

2. 研究の目的 

本研究の目的は、複数市場に直面する企業やその他の経済主体の戦略的行動を理論的に分析
し、その市場成果や経済厚生への影響を明らかにすることである。  
具体的には、以下の 5 つの点を主な目的とする。 
1. 市場への自由参入を前提とした場合に、企業の市場参入の順序が社会厚生に望ましくない

影響を与える可能性を理論的に明らかにする。 
2. 費用非対称な寡占企業間の具体的な価格共謀の交渉過程を考慮し、どのような産業でどの

ようなタイプの価格共謀が起こり得るのかを明らかにする。 
3. 共有資源を持つエージェント間の部分提携が、技術発展を妨げる可能性があることを明ら

かにする。 
4. チーム生産におけるエージェント間の社会的交流が、チームの生産性を高めるメカニズム

を明らかにする。 
5. 純正品と汎用品の市場競争において、純正品企業の戦略的行動を考慮した場合に必要とな

る公的規制のあり方を明らかにする。 
これらの目的に共通するのは、複数市場における企業やエージェントの戦略的行動の分析を

通じて、市場メカニズムの機能と限界を明らかにし、望ましい経済厚生の実現に向けた経済政策
のあり方を探ることである。現代経済の複雑性を踏まえた理論分析により、経済学の発展と現実
の経済問題の解決の双方に貢献することを目指す。 
 

3. 研究の方法 

全ての研究テーマにおいて、ゲーム理論を援用した合理的個人の戦略的行動の理論モデルを
構築し、その均衡における定性的特徴を分析するという方法を用いた。 
モデルの構築にあたっては、現実の経済問題を踏まえつつ、理論分析に適した簡略化を行った。

例えば、企業の戦略的参入行動の分析では、コブダグラス型効用関数を用いることで、参入順序
が社会厚生に与える影響を明確に示した。社会的交流の分析では、社会的交流の程度を連続変数
としてモデル化し、交流の最適水準を内生的に導出した。広告戦略の分析では、消費者の認知の
歪みを広告に対する反応関数として定式化することで、比較広告の厚生効果を明示的に評価し
た。 
これらの理論モデルの構築と分析を通じて、複数市場における企業やエージェントの戦略的

行動が市場成果や経済厚生に与える影響を包括的に明らかにした。さらに、望ましい経済政策の
あり方についても考察を行った。 
 

４．研究成果 

本研究課題では、複数の市場に直面する企業の戦略的行動について、(1)異時点のマーケット
における消費者行動と企業戦略の分析、(2)労働・金融・共有資源市場との関わりを含む複数市
場の分析、の 2つのテーマで理論分析を行った。 
まず、企業の参入順序が社会厚生に及ぼす影響を分析した。市場への自由参入を前提とすると、



企業の市場参入の順序が、社会厚生の観点から望ましくない可能性があることを示した。具体的
には、費用優位な企業が先に参入することで、後発企業の参入阻止行動を弱め、社会厚生を低下
させる可能性を明らかにした。 
次に、社会的交流が企業のチームパフォーマンスに及ぼす影響を分析した。水平的チームでは、

社会的交流が相補的タスクのパフォーマンスを高めるが、代替的タスクでは低下させることを
示した。垂直的チームでは、高い向社会性を持つリーダーの下で相補的タスクを行う場合にのみ、
社会的交流がパフォーマンスを高めることを明らかにした。 
また、企業の広告戦略と参入阻止行動の関係性を分析した。比較広告と技術的参入障壁が、正

規品メーカーの利潤を高める一方で、社会厚生を低下させる可能性を示した。さらに、広告規制
や参入規制が望ましい場合があることを明らかにした。 
さらに、環境保護を巡る企業間提携の形成について分析した。部分提携が技術発展を妨げる可

能性を示し、全面的な協調の方が望ましい場合があることを明らかにした。 
これらの成果は、1〜3 で述べた本研究課題の目的に沿って、企業の戦略的行動が市場成果や

経済厚生に与える影響を多角的に分析し、新たな理論的知見を提供するものである。特に、(1)
異時点のマーケットにおける企業の参入行動、(2)労働市場におけるエージェント間の社会的交
流、(3)製品市場における企業の広告・参入阻止行動、(4)共有資源を持つエージェント間の部分
提携、など現実の経済で観察される現象を対象とし、望ましい公的規制のあり方を検討した点に
本研究の特徴がある。得られた知見は、複数市場が相互に影響を及ぼし合う現代経済の複雑性を
理論的に解明し、経済学の発展と現実の経済問題の解決の双方に貢献するものと考えられる。 
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